
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 ＤＶ対策事業

対応する
主な課題

②沖縄県においてはＤＶに関する相談件数は年々増加傾向にあり、また、裁判所が発令する保護命令件数は、１０万人当たりで換算すると沖縄県は
全国１位であり、本県のＤＶ被害の状況は深刻化していることから、相談体制の拡充と強化を図る必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ②　ＤＶ防止対策等の充実

施策の小項目名 ○相談体制、未然防止対策等の充実

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部女性力・平和推進課 【098-866-2500】

　ＤＶ被害者等への支援を充実させるため、夜間電話相談、男性相談を実施す
る。
　ＤＶ加害・再発防止のため加害者更生相談を実施する。
　ＤＶ防止にかかる広報啓発及びＤＶ連絡会議を実施する。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 男女共同参画行政推進費

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R3年度：　引き続き、DV被害者等への支援を充実させ
るため、女性相談、男性相談、国際女性相談を実施する
ほか、DV防止にかかる広報啓発を行う。

予算事業名 性暴力被害者等支援事業

主な財源 ○R2年度：　女性相談、男性相談、国際女性相談におけ
るDVに関する相談件数は657件であった。DV防止啓発パネ
ル展を１回実施した。

県単等 委託 8,479 30,477 12,274 12,815 19,671 20,236

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：　引き続きＤＶ加害者更生のために加害者相
談を実施するほか、中・高校生対象デートＤＶ予防啓発
講座を実施する。

○R2年度：　ＤＶ加害者更生のため実施している加害者
相談は1,089件実施した。

県単等 委託 9,244 9,244 8,577 8,274 10,880 10,907 県単等

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

ＤＶ予防にかかる普及啓発、職務関係者への研修

中・高校生対象デートＤＶ予防啓発講座

ＤＶ加害者更生相談



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 女性相談・男性相談・国際女性相談におけるDV相談件数 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　ＤＶ加害者に対する更生相談の実施、中・
高校生を対象としたデートＤＶ予防啓発講座
の開催、ＤＶ予防にかかる普及啓発・職務関
係者への研修を実施した。夜間：612件

男性：270件
夜間：772件
男性：234件

夜間：684件
男性：254件 DV:806件 DV:657件 － 100.0%

30,551 順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

829件 624件 624件 742件 1,089件 － 100.0%

活動指標名 ＤＶ加害者からの相談件数 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　全体の相談件数は増加しており、相談窓口
についての周知・広報は効果的にされてい
る。女性相談・男性相談・国際女性相談にお
けるDV被害の相談件数は減少傾向にあるもの
の、DV加害者からの相談件数はR2年度におい
て格段に増加している。

活動指標名 中・高校生対象デートＤＶ予防啓発講座 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

講座:6校
講演会:3回

講座:11校
講演会:1回

講座:9校
講演会:1回

講座:8校
講演会:0回

講座:8校
講演会:0回

－ 100.0%

令和2年度の取組改善案 反映状況

・市町村や関係相談機関、男女共同参画センターなどと連携を図り、ホームペー
ジの活用やリーフレットの配布等を実施するほか、離島など県民の生活に身近な
場所で地域の要望に合わせた出前講座を実施し、普及啓発活動の充実を図る。

・ＤＶ加害者相談窓口をとおして加害者の意識更正を図って行く。

・市町村や関係相談機関、男女共同参画センターなどと連携を図り、ホームペー
ジの活用やリーフレットの配布等を実施し、広報の充実を図った。

・ＤＶ加害者相談窓口を通して加害者の意識更生を図った。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・市町村や関係相談機関、男女共同参画センターなどと連携を図り、リーフレットの配布やホームページ等を活用し、広報の充実を図る。

・ＤＶ加害者相談窓口を通して、加害者の意識更生を図っていく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・相談担当者や福祉関係者等に対し、ＤＶについての知識や対応についての啓発
を行い、ＤＶが犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であるという正しい理解を
深めていく必要がある。

・県及び関係機関においては、ＤＶ問題は被害者支援のみならず加害者に対する
対策・支援が必要と考えている。

・ＤＶ問題については、ここ数年でＤＶ防止に対する意識啓発が進んできている
が、保護命令件数が未だ多く、また、被害が潜在化している場合もある。

・ＤＶ問題については、一定期間の保護命令だけでは解決に至らないことが多
い。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・関係機関（県相談窓口、各市町村）やコンビニ等へのＤＶ防止啓発用リーフレット配布等による広報を実施し、県民への周知を図る必要がある。

・ＤＶ問題解決のためには、加害者の意識更生が必要であり、引き続き、相談窓口を通しての対応が必要である。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 国際家庭相談ネットワーク構築モデル事業

対応する
主な課題

①犯罪の起きにくい沖縄県の実現を図るため、警察安全相談体制、人材育成や施設整備など警察基盤を強化するとともに、犯罪被害者の負担軽減・
早期被害回復を図るため、犯罪被害者に対する支援活動等を推進する必要がある。
また、刑法犯認知件数は減少しているものの、子ども・女性に対する前兆事案の増加など、県民の体感治安としては未だ十分とはいえず、取組の充

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ②　ＤＶ防止対策等の充実

施策の小項目名 ○相談体制、未然防止対策等の充実

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部青少年・子ども家庭課 【098-866-2174】

　米軍人・軍属等との家庭問題や交際トラブル等について、基地内の相談支援機
関等の調査を行うとともに、米軍関係の家庭・交際相談支援を実施することで、
米軍の関係機関との連携による相談支援体制の構築を目指す。

H29 H30 R元 R2 R3

２　取組の状況（Do）

予算事業名 国際家庭相談ネットワーク構築モデル事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

一括交付
金（ソフ
ト）

○R3年度：　米軍及び県内の関係機関等との連携可能性
の検討、米軍関係の家庭問題や交際トラブルに関する相
談支援を実施する。

予算事業名 －

主な財源 ○R2年度：　相談窓口を設置し、相談支援を開始した。
また、都道府県、県内市町村へのヒアリングや文献等に
よる米軍関係の組織体制等に係る基礎調査を行った。一括交付

金（ソフ
ト）

委託 － － － － 24,578 29,283

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：　－

○R2年度：　－

－ － － － － －

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

米軍関係者との家庭・交際トラ

ブル相談支援の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 米軍相談支援機関等基礎情報収集 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　米軍人・軍属等との家庭問題や交際トラブ
ル等について、米軍及び県内関係機関等の調
査を行うとともに、米軍関係の家庭・交際相
談支援を実施することで、米軍及び県内の関
係機関との連携による支援体制の構築を目指
す。

－ － － － － － 100.0%

24,578 大幅遅れ

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

－ － － － 10 80 12.5%

活動指標名 米軍関係の家庭問題等の相談支援件数 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　都道府県、県内市町村に基礎情報調査を実
施し、また、米軍関係機関と連絡会議を開催
し、意見交換を行った。
　また、相談窓口を設置し、10件の相談支援
を行っている。窓口設置の時期が計画より遅
れたこと等により、相談支援件数が計画を下
回っているが、今後、相談支援の実績を積み
重ねを行い、取組をより推進させる。

活動指標名 － R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

令和2年度の取組改善案 反映状況

－



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・米軍内の家庭や交際問題に関する諸制度について実態調査を行う。

・実態調査を踏まえ、米軍及び県内の関係機関による意見交換等を行いながら、実効性のある連携スキームの検討、支援フローやマニュアル作成等に向けた取組を
実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・米軍関係の家庭や交際問題については、法制度や文化、言語の違いなど課題に
応じた専門的な相談支援が必要である。

・米軍人等に関連する県や市町村の各種相談機関がそれぞれ抱える課題や支援体
制等を共有し、連携して支援に取り組むことが必要である。

・新型コロナ感染症拡大の影響により、基地内の各種機関等へのヒアリング調査
が難しい状況であり、必要な実態把握調査等への影響が懸念される。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・米軍内の家庭や交際問題に関する諸制度について実態の把握を行う。

・米軍内諸制度を踏まえ、米軍と日本側が連携して相談支援を行う仕組みを検討する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R3年度：　－

○R2年度：　－

－ － － － － －

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

各省計上 ○R3年度：　引き続きⅮⅤ被害者の相談に対応し一時保
護を行う。また、ⅮⅤ被害者に対し、保護命令支援等を
行い、センター設置推進等、体制強化を図る。

予算事業名 －

主な財源 ○R2年度：　2,092件（暫定値）のⅮⅤ相談に対応し55人
のⅮⅤ被害者等一時保護を行い、67件の保護命令支援等
を行った。

各省計上 直接実施 71,723 72,322 75,864 74,596 85,492 118,834

２　取組の状況（Do）

予算事業名 女性相談所運営費

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

８か所

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部青少年・子ども家庭課 【098-866-2174】

　ⅮⅤ被害者支援の充実を図るため、ⅮⅤ被害者を保護する女性相談所一時保護
所を拡充し、ⅮⅤ被害者が地域で自立して安全・安心に暮らせるよう保護命令支
援や住宅支援等を行う。
　また、配偶者暴力相談支援センターの設置を促進し、県内のⅮⅤ被害相談体制
の強化拡充を図る。

H29 H30 R元 R2 R3

６か所 ７か所

主な取組 女性相談所運営費

対応する
主な課題

②沖縄県においてはＤＶに関する相談件数は年々増加傾向にあり、また、裁判所が発令する保護命令件数は、１０万人当たりで換算すると沖縄県は
全国１位であり、本県のＤＶ被害の状況は深刻化していることから、相談体制の拡充と強化を図る必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ②　ＤＶ防止対策等の充実

施策の小項目名 ○DV被害者への支援

女性相談所一時保護所の拡充

ⅮⅤ被害者の自立促進事業

配偶者暴力相談支援センターの設置促進



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和2年度の取組改善案 反映状況

・ＤＶ相談件数の推移を踏まえながら、相談員の増員等、人員確保を検討すると
ともに、児童相談所等関係機関との連携を一層強化しながら、研修会の実施等に
より職員の資質向上を行っていく。

・各市におけるＤＶ相談支援の強化を図るため、会議や説明会等で、配偶者暴力
相談支援センターの設置を促していく。

・令和２年度から児童相談所等関係機関との連携を一層強化するため、児童コー
ディネーターを配置し、また、ケースワークをより円滑に行うため、ケースワー
ク協力員を配置している。そのほか、適宜会議等を開催し、各相談員の情報交換
や資質の向上を行った。

・県内各市に対して、資料配布等を行いながら、配偶者暴力相談支援センターの
設置を促した。

　配偶者暴力相談支援センター設置数につい
ては、計画値７か所に対し実績６か所となっ
ており概ね順調に推進している。
　またⅮⅤ被害者の自立に向けた保護命令支
援等67件の実施、ＤＶ被害の相談2,092件への
対応、一時保護55件の実施を行うなど、取組
は順調である。
　本取組により、ＤＶ被害者のそれぞれに応
じた適切な支援と充実が図られているほか、
地域で自立した安全・安心な生活の確保が図
られている。

活動指標名 － R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

活動指標名 配偶者暴力相談支援センター設置数 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

6か所 6か所 6か所 6か所 6か所 7か所 85.7%

活動指標名 ⅮⅤ被害者の自立支援 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　2,092件のⅮⅤ被害者からの相談に対応し、
一時保護を55件行ったほか、ⅮⅤ被害者の自
立を支援するため保護命令支援等を67件実施
した。

68件 61件 46件 49件 67件 ‐ 100.0%

85,492 順調

H29年度 H30年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・ＤＶ相談件数の推移を踏まえながら、相談員の増員等、人員確保を検討するとともに、児童相談所等関係機関との連携を一層強化しながら、研修会の実施等によ
り職員の資質向上を行っていく。

・各市におけるＤＶ相談支援の強化を図るため、会議や説明会等で、配偶者暴力相談支援センターの設置を促していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・ＤＶ相談件数に応じた適正な人員確保や専門的な人員配置に留意する必要があ
る。

・ＤＶ被害者が抱える課題はそれぞれの被害者によって異なっているため、各個
人の課題や状況に応じた適切な支援を提供する。

・県全体でＤＶ相談体制の拡充強化を図るため、市に対して配偶者暴力相談支援
センター設置を促す必要があるが、法律上、設置は努力義務であることもあり、
進んでいない状況がある。

・近年の児童虐待の深刻化を受け、児童相談所等関係機関との一層の連携強化を
図る必要がある。

・本県におけるＤＶ相談件数は高い水準にあるため、適正な人員確保等によりＤ
Ｖ相談体制の拡充強化を図る必要がある。

・今後もＤＶ被害者に対してどのような支援が必要かニーズを把握し、ステップ
ハウス運営事業など他の支援制度との併用等を図っていく。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・ＤＶ相談支援に関して、児童相談所等関係機関との一層の連携強化を図っていく。

・ＤＶ被害者のそれぞれの課題や状況に応じた効果的な支援が行えるよう、支援内容のさらなる充実を図るとともに、新たな人員配置の検討等、相談支援体制の見
直しを行う必要がある。

・市に対して、配偶者暴力相談支援センターの設置を促す必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 ステップハウス運営事業

対応する
主な課題

②沖縄県においてはＤＶに関する相談件数は年々増加傾向にあり、また、裁判所が発令する保護命令件数は、１０万人当たりで換算すると沖縄県は
全国１位であり、本県のＤＶ被害の状況は深刻化していることから、相談体制の拡充と強化を図る必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ②　ＤＶ防止対策等の充実

施策の小項目名 ○DV被害者への支援

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部青少年・子ども家庭課 【098-866-2174】

　ⅮⅤ被害者等が、女性相談所の一時保護所を退所後に地域で自立した生活を送
るために、心のケアや自立に向けた準備等をするために中間施設として民間ア
パートを活用したステップハウスを運営し、自立に向けた支援を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

６室
ステップハウ
ス設置数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ステップハウス運営事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

一括交付
金（ソフ
ト）

○R3年度：　ステップハウスを運営し、支援が必要なⅮ
Ⅴ被害者に対する住宅確保や就労支援等の自立に向けた
支援を５室（世帯）で実施する。

予算事業名 －

主な財源 ○R2年度：　ステップハウスを運営し、支援が必要なⅮ
Ⅴ被害者に対し、住宅確保や就労支援等の自立に向けた
支援を４室（世帯）で実施した。一括交付

金（ソフ
ト）

委託 7,781 4,200 6,397 6,546 6,827 8,369

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

○R3年度：　－

○R2年度：　－

－ － － － － －

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額

ⅮⅤ被害者の一時保護後における自立支援事業



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 ステップハウス設置運営数 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　一時保護したⅮⅤ被害者のうち、地域で直
ぐには自立困難な者に対し、民間アパートの
一室（ステップハウス）を提供し生活基盤の
安定を図った上で、心のケアや生活、就労等
の自立に向けた支援を行う。

４室（世帯） ２室（世帯） ３室（世帯） ３室（世帯） ４室（世帯） ５室（世帯） 80.0%

6,827 概ね順調

H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

－ － － － － －

活動指標名 － R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

　女性相談所の一時保護所を退所後に本事業
を希望するⅮⅤ被害者４世帯を支援し、心の
ケアや自立に繋がった。
　なお、本事業は、一時保護所に入所したⅮ
Ⅴ被害者に対する退所後の支援策の一つとし
て行っており、退所者には周知案内を行って
いるが、本人の希望により、実家や親類宅、
婦人保護施設への入所を選択する人もいるた
め、若干計画値を下回っている。

活動指標名 － R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

令和2年度の取組改善案 反映状況

・現在のステップハウス運営事業で行っている支援は、多くの世帯が利用してい
るわけではないが、毎年一定程度の利用があり支援のニーズが存在することか
ら、引き続き、それぞれのＤＶ被害者等のニーズに沿った自立支援の実施を行っ
ていく。

・一時保護所を利用したⅮⅤ被害者等のニーズを踏まえ、ステップハウスにおけ
る支援を行った。その結果、前年度より達成割合が20%向上し、概ね順調に支援
ができている。引き続き、100％達成に向けて、支援を行っていく。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・現在のステップハウス運営事業で行っている支援は、毎年一定程度の利用があり、支援のニーズが存在することから、引き続き、それぞれのⅮⅤ被害者等のニー
ズに沿った自立支援の実施を行っていく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・ⅮⅤ被害者の個々のケースで求められる支援は様々であり、ケースに応じた支
援内容の検討・充実を図っていく必要がある。

・本県のⅮⅤ相談件数等は高い水準にあるため、ⅮⅤ被害者の一時保護所退所後
の自立支援策として更なる充実を図っていく必要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・女性相談所等のⅮⅤ関係機関と情報・意見交換を行い、連携を図りながら、ケースそれぞれに応じた支援内容の検討・充実を図る必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R3年度：

○R2年度：

一括交付
金（ソフ
ト）

直接実施 8,537 12,251 96,880 190,397 － －

主な財源 実施方法
R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

県単等 ○R3年度：　ワンストップ支援センターの相談支援業務
実施、支援機関従事者研修の実施

予算事業名 性暴力被害者ワンストップ支援センター体制整備事業

主な財源 ○R2年度：　ワンストップ支援センターの相談支援業務
実施、相談支援員養成研修及び医療関係者研修の実施

県単等 その他 29,765 34,732 21,365 72,270 97,839 90,303

２　取組の状況（Do）

予算事業名 性暴力被害者等支援事業

主な財源 実施方法
H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 令和2年度活動内容と令和3年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 子ども生活福祉部女性力・平和推進課 【098-866-2500】

　性暴力被害者ワンストップ支援センターの運営、相談支援員等養成研修、性暴
力・性犯罪防止広報啓発を行うことにより、性暴力被害者支援及び支援ネット
ワークの構築を図る。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 性暴力被害者支援事業

対応する
主な課題

③沖縄県においては、警察の認知件数に占める強姦及び強制わいせつの件数、児童虐待相談件数に占める性虐待の比率が全国と比較して高い状態に
あることから、性暴力被害者ワンストップ支援センターの支援体制の拡充と強化を図る必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 2-(4)-ア 安全・安心に暮らせる地域づくり
施 策 ②　ＤＶ防止対策等の充実

施策の小項目名 ○性暴力被害者への支援

性暴力被害者ワンストップ支援センターにおける性暴力被害者への支援

病院拠点型性暴力被害者ワンストップ支援センターの施設整備・設置・運営等



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和2年度の取組改善案 反映状況

・医療関係者や相談支援員等性暴力被害者への支援に関わる者の資質向上を図る
ため、研修会等の充実を図る。

・被害後、迅速に適切な支援につなげるため、性暴力被害者ワンストップ支援セ
ンターの相談窓口電話番号が記載された広報カードを学校等へ配布し啓発を行
う。

・医療関係者研修及び相談支援員養成研修を実施し、支援に関わる者の資質向上
を図った。

・県内小・中・高等学校・特別支援学校、子どもの居場所施設及び医療機関等へ
広報カードを配布し、啓発を行った。

　性暴力被害者支援からの相談（新規162件、
延べ7,312件（開設から令和３年３月31日ま
で））について、迅速かつ適切な対応を行っ
た。

活動指標名 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 性暴力被害者ワンストップ支援センター体制整備事業 R2年度

実績値

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 実績値(A) 計画値(B)

R元年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

基本構想
策定

実施設計 建設工事 建設工事 － －

活動指標名 性暴力被害者支援の実施 R2年度 R2年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H28年度
　沖縄県性暴力被害者ワンストップ支援セン
ターにおける相談支援等を実施し、新規162
件、延べ7,312件（開設から令和３年３月31日
まで）の対応を行った。

支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 100.0%

97,839 順調

H29年度 H30年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・支援機関従事者の性暴力被害者への支援に携わる者の資質向上を図るため、研修会等の充実を図る。

・被害後、迅速に適切な支援に繋げるため、性暴力被害者ワンストップ支援センターの相談窓口電話番号が記載された広報カードを学校等へ配布し、啓発を行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・２次被害を防ぎ、支援を適切に行うためには、被害者の心情や適切な対応等に
ついての理解を深める必要があり、性暴力被害者への支援に携わる者の資質向上
を図るため研修会等を実施している。

・相談実績について、20歳未満の被害が最も多く、全体の35％を占めている。

・令和２年中の本県の強姦認知件数は68件、強制わいせつ認知件数36件である。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・性暴力被害者への支援に携わる者の資質向上を図るため、研修会等を実施する必要がある。

・被害後、迅速に適切な支援に繋げるため、性暴力被害者ワンストップ支援センターに関する広報啓発が必要である。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


